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１ 方針策定の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本方針の適用範囲 

本方針における補助金等とは、市が予算科目 18 節（負担金、補助及び交付金）に計上する 

もので、「市が団体又は個人の行う特定の事業等に対し、公益上必要があると認めた場合、そ

の事業等の目的の効果的かつ効率的な達成のために、相当の反対給付を求めることなく交付

する金銭給付」と定義する。 

ただし、次に掲げる補助金等は適用を除外する。 

 

 

 

 

 

なお、補助金だけでなく、負担金及び交付金等についても適用し、個々の項目において適用

が可能なものについては、適宜読み替えて適用するものとする。 

 

 

 

  

調整中 

① 法令や国・都の基準などによって定められているなど、本市に裁量がない補助金等 

  ※市債・基金繰入金を除く特定財源が 10/10の割合で充当される補助事業を含む 

② 繰出金としての性質を有する企業会計への補助金等 
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３ 補助金等の適正化に向けた基本的な視点 

補助金等の適正化に向けた基本的な視点を下表のとおり定める。これらの視点を踏まえ、

定期的に補助金等が適切に運用されているかの検証を行い、適切でないと判断される場合に

は、当該補助金等の廃止・縮小・整理統合を含め、適正化に向け取り組むこととする。 

 

基本的な視点 主な内容 

公益性 

・市民の福祉の向上及び利益の増進に効果が認められるか 

・特定の個人・団体の利益ではなく、公の利益の実現を図るものであるか 

・補助団体の事業活動や補助事業が、その目的や手法に照らし公益を実現

するものと認められるか 

必要性 

・補助事業等の目的、視点、内容等が社会経済情勢に合致しているか 

・行政と補助交付先との役割分担の中で、施策目的達成のために市が補助

すべきものであるか 

妥当性 

・補助対象者、補助率、補助対象経費等は適正であり、明確かつ妥当なも

のか 

・近隣市の類似の補助金等と比較し、均衡を欠いておらず妥当であるか 

有効性 

・補助事業等の目的に合致した成果を上げ、期待する効果が発揮されてい

るか 

・補助を行うことに目的性があり、自らが事業を行うより補助を行うこと

が合理的であるか 

公平性 

・補助交付先の選定は適正・公平に決定されているか 

・補助金等の交付を受ける機会が平等で開かれたものとなっているか 

・補助事業等が長期にわたり惰性化し、既得権化していないか 

透明性 ・補助対象者、補助率、補助対象経費等が要綱等で明示されているか 
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４ 補助金等の見直しの基準 

補助金等の適正化に向けた基本的な視点のほか、以下の項目を統一的な見直しの基準とし

て定める。 

基準に適合しない補助金等については、合理的な理由がない限り見直しを行うこととする。 

 

(1) 補助制度の終期 

 ア 終期の設定 

 補助制度の長期的な継続は、交付先の既得権化や自立運営の阻害、有効性の逓減等が懸

念される。また、絶えず変化する社会経済情勢に対応するためにも、補助金等の交付が今

後も継続して必要か、定期的に検証を行う必要がある。 

そのため、新たな補助制度を創設する際や、補助制度の見直しの際は、終期を明確に設

定し、終期到来時に制度の継続可否を含め、改めて見直しを行うこととする。 

終期の設定は、新たな補助制度は３年、既存の補助制度は５年を原則とする。（補助金等

見直しの手順については、P.８参照） 

終期を設定する目的に鑑み、終期到来後も引き続き補助が得られることを前提とした補

助制度とならないよう留意する必要がある。 

 イ 国・都等制度の補助 

国・都等の制度に関連する補助金等の交付期間は、終期を国・都等の制度に合わせる。 

 ウ 補助制度の打ち切り 

補助交付団体の財務状況の把握により自助・自立が認められる団体及び成果指標の確認

等により目的が達成されたと確認された事業への補助は、原則として、終期到来前であっ

ても打ち切る。 

 

(2) 公募の原則 

 補助交付先は、最もふさわしい団体等を明確な選定基準の下に選定すべきであり、交付決

定に当たり、補助希望者の中から交付先を選定する必要がある場合は、原則として公募によ

り選定する。例外として、非公募による選定を行う場合は、公募により難い理由を明確にする

必要がある。 

 

(3) 確定払いの原則 

補助金等の支払方法については、西東京市補助金等交付規則第 16 条の規定のとおり、確

定払いを前提としている。各補助金等について概算払や前金払を採用する場合には、その根

拠及び理由を明確にした上で要綱等に規定する必要がある。 

種類 説明 

確定払 事業が完了し、補助対象金額が確定した後に補助金を交付するもの 

概算払 あらかじめ一定の金額を交付し、補助対象金額の確定後に清算を行
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うもの 

前金払 
事業の開始前に補助対象金額を確定し、補助金等を交付するもの（返

還を想定していない） 

 

(4) 補助率・補助額・補助単価等の適正化 

補助率、補助額、補助単価等については、本市と補助交付先との役割分担や、補助事業等の

成果、執行状況、他自治体の類似事業との比較、補助交付先の財務状況を勘案し、市民の理解

を得られるような適切かつ妥当な水準を設定することとする。 

 ア 補助率の制限 

 補助事業等の実施主体は補助交付先であることや、本市と補助交付先との役割分担の観点

からも補助率は原則として２分の１以内とする。 

 特に、補助率を 10分の 10とすることは、本来は本市が主体となって行うべき事業の代

替としての性格を有している可能性があり、委託料への切替を含めて検証する。 

 

・補助率が２分の１を超えることが認められる例 

① 補助交付先に自主財源が乏しく、かつ補助対象事業の実施が市にとって必要不可 

欠である場合 

② ニーズや緊急性が特に高い事業など、補助目的の早期実現を図る必要がある場合 

③ 市民の生活環境の維持確保のため、必要不可欠である場合 

④ 他自治体の類似補助制度を勘案し、２分の１を超える妥当性が認められる場合 

など 

 

 イ 少額補助の見直し 

補助金等の交付に当たっては、金額の多寡にかかわらず、一定の事務負担が生じるため、

業務効率化の観点や、交付先の自立運営を促す観点から、事業規模や補助対象事業費等に対

する補助率が 10分の１以下のものや、利子補給金や個人に対する給付等を除く、１件 10万

円未満のものは、その必要性を見直す必要性がある。 

 

 ウ 上乗せ・横出し補助の見直し 

国や都の制度で一定の補助がある場合には、「他自治体等と比較した上で、上乗せ・横出し

を行うべき理由がある。」など特別な場合を除き、安易に補助率の上乗せや補助対象の横出し

をすることがないよう留意し、実施する場合にはその根拠及び理由を明確にする必要がある。 

 

(5) 補助対象経費の明確化 

補助金等の対象経費は、社会通念上、補助対象とすることが適切と認められるものに限定

されなければならない。補助金等の交付の趣旨に照らして、直接公益的な事業に結びつかな

いと判断される経費については、補助対象から除外する必要がある。 
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・原則補助対象としない経費 

① 交際費、飲食費、慶弔費、懇親会費などの饗応的な経費 

② 経常的な人件費、報償費、旅費など、団体の運営や組織維持に係る経費 

③ 補助目的以外の用途にも広く使用可能となる備品等の購入費などの団体の資産

形成に伴う経費 

④ 補助交付先が他団体等に支出する補助金等（再補助） 

※いずれも、当該経費の使途が補助の直接的な目的である場合を除く。 

 

(6) 補助対象（個人・団体）の明確化 

補助対象者（個人・団体）は、明確かつ適正に選定されるよう、適格要件及び選定基準を明

確にすることとする。 

特定少数の対象者にのみ交付が見込まれるような場合、既得権化することのないよう、当

該要件の必要性や妥当性について十分検討する必要がある。 

 

(7) 団体運営費補助の見直し 

 ア 事業費補助への移行 

補助交付先団体への運営費の補助は、補助金等の使途が特定の事業に限定されず、補助対

象経費が曖昧になり、補助金の交付による事業効果が分かりにくいという側面をはじめ、補

助金等そのものの既得権化、補助金等への依存状態が続くことによる交付先団体の自主性・

自立性が阻害される要因となることが懸念される。 

一方で、市内の関係団体の中には、市が直接担ってきた業務に、地域の視点や活力を取り

入れるために設立し、その活動原資を補助金という形で支えてきた経緯もある。 

このため、団体運営に対する補助金等は、補助交付先と連携を図り、団体の運営目的や財

務状況などを踏まえ、市が補助を継続する意義を十分に検証することが必要である。 

その上で、新たな自主財源の獲得や業務の効率化等による運営費の削減などを検討し、補

助事業の目的及び使途を明確にした事業費補助への移行を進めることとする。 

 

 イ 補助交付団体の財務状況の把握 

余剰金を多額に有していたり、会費収入や受託事業等で十分な財源を有している補助交付

団体は、既に自主的な運営が可能であり、補助金等への依存が低く、速やかに補助金等の廃

止または縮小を図る必要がある。 

一方、特定の団体に同一の補助金等を長期的に交付しており、補助金等への依存が高い場

合は、補助交付先の自主性・自立性を阻害している恐れがある。 

そのため、補助金等の交付申請があった際には、補助交付団体の財務状況を決算関係資料

等で確認し、補助金等の必要性を検証することとする。  
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５ 補助金等見直しの手順  

(1) 見直しの手法 

補助事業等は、社会経済情勢に柔軟に対応できるよう適切な時期に速やかに見直しをする

必要がある。そのため、以下により点検及び評価を行うこととする。 

 

 ア 所管課による自主的な点検 

補助金等の有効性を確保し、公平・適正な交付を行うため、各所管課において、本方針に基

づき、定期的に点検を行い、自主的に見直しを検討することとする。 

 

イ 事務事業評価 

所管課による自主的な点検に加え、事務事業評価の対象とすることで、客観的・統一的な評

価を行う。事務事業評価の実施時期は、P.５で設定した終期の到来直後に実施される年度と

する。 

 

(2) 成果指標の設定 

上記の点検及び評価を適切に行うために、全ての補助事業等に指標を設定することとす

る。設定に当たっては、補助事業等の有効性が適切に測れるよう、補助金等の交付により発生

する効果・成果を示すアウトカム指標を成果指標として設定する。 

設定した成果指標は、上記の「ア 所管課による自主的な点検」及び「イ 事務事業評価」にお

いて活用する。 

 

 

６ その他 

(1) 新たな補助制度の創設 

新たな補助制度の創設に当たっては、本方針に基づき内容を十分に検討し、適正で効果的

な補助金等となるよう制度設計を行う。 

 

(2) 情報公開及び公表 

透明性の確保や説明責任を果たすため、補助対象、補助率、補助対象経費、支払方法等につ

いて要綱等で明示するほか、市の補助金等の事業目的、補助内容、補助金を受けている主な

団体の概況等を毎年度公表することとする。 

 

(3) 補助金等交付事務 

補助金等交付事務の執行に当たっては、西東京市補助金等交付規則及び本方針に基づい

た対応を行うほか、「補助金等交付事務のチェックシート」を活用し、適正な運用に努めること

とする。  
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